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はじめに

デジタル経済課税の第２の柱に関するOECD
のモデルルール及びコンメンタリーが公表され
て、半年以上が経過している。その対応につい
てすでに検討を進めている会社もあれば、まだ
制度の理解、検討方法や実施時期を含めて模索
中という会社も少なくないであろう。

本稿執筆時点で日本におけるGloBEルール
の適用時期は公表されていないものの、欧州な
どの動きと平仄を合わせるとすると、2024年
以降に開始する事業年度、すなわち12月決算
法人は2024年12月期、３月決算法人は2025
年３月期が適用初年度と想定され（※本号の発
行時には、適用時期が公表されている可能性が
ある旨ご留意いただきたい）、そこから逆算す

ると準備期間については今から検討を初めて
も、決して早すぎるということはないことが見
えてくる。

本稿では、OECDモデルルールを念頭に制度
の概要について、特に日本のCFC税制とGloBE
ルールに係る計算方法等の比較をすることでわ
かりやすく解説し、それを踏まえて実務的な対
応及びその留意点について説明する。

本稿の意見は筆者の個人的見解である旨を申
し 添 え る。 ま た 本 稿 は2022年10月 時 点 の
GloBEルールの動向を踏まえて執筆している
もので、その後の制度の動向によっては内容が
異なる可能性がある旨をご留意いただきたい。

１　GloBEルールの制度概要と税額計算におけるポイントと留意点

１．GloBEルールの制度概要と 
CFC税制との違い

GloBEルールの目的は、多国籍企業グループ
が事業を行う国（※本稿では、OECDのモデ
ルルール等における “Jurisdiction” を便宜的
に国と表記する）において15％に設定された
最低法人税率の負担を確保することであり、同

ルールを適用して算定される課税額、すなわち
トップアップ税額は、（１）構成事業体を対象に
国ごとに実効税率を計算、（２）トップアップ税
率に超過利益を乗じ、追加トップアップ税額及
び適格国内最低税率課税（QDMTT）を調整
というステップで計算される。GloBEルール
は、海外子会社の利益に対して親会社所在国で
課税するという点でタックスヘイブン対策税制
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ポイント・留意点
～GloBEルールにおける計算等の全体概要と実務対応を検討～
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（CFC税制（※本稿でCFC税制とは基本的には
日本のCFC税制を意味する））と共通するもの

の、下記の表のように具体的な制度内容は相違
する点が多い。

GloBEルールとCFC税制の比較

項目 GloBEルール 日本のCFC税制

制度趣旨 最低限の法人税負担の確保 租税回避行為の防止

計算単位 国ごと 法人・取引ごと

適用免除
デミニマスルール
国際海運の除外

セーフハーバールール（詳細未定）

経済活動基準
部分適用対象金額のデミニマス

ルール　など

税率計算

税率計算の出発点 会計上の純損益及び法人税額
（繰延税金費用を含む）

現地税務上の課税所得及び
法人税額

調整項目 GloBEルールで
特定の調整項目を列挙

日本の所得計算を念頭に非課税
所得といった調整項目を特定

選択項目 国ごと・構成事業体ごとの
選択項目あり NA

税額計算

課税対象
超過利益を算出

（GloBE所得からカーブアウトを
控除）

適用対象金額は本邦法令
又は現地法令で計算

適用される税率 15％－実効税率 日本の法定税率

二重課税の排除
原則二重課税は生じない

ただし、QDMTTがある場合は
トップアップ税額から控除

外国税額控除

適用順序 CFC税制を適用後にその税額を構成事業体にプッシュダウンし、
GloBEルールを適用する順序関係

２．実効税率及びトップアップ税額の 
計算におけるポイントと留意点

GloBEルールにおける実効税率・トップアッ
プ税額の計算の全体像は次ページ図１のとおり
である。以下ではこの計算におけるポイントと
留意点を概説する。

（１）実効税率の計算： 

構成事業体を対象に国ごとに 

実効税率を計算

①計算単位と収集すべき情報

GloBEルールは、原則国単位で計算を行う
こととされているが、計算にあたっては法人ご
との情報を集計して計算することが必要とな

る。CFC税制においても法人ごとに計算を行
うため、法人ごとの情報を収集する点は共通し
ているものの、後述するようにGloBEルール
は連結会計情報を計算の出発点としている点
が、CFC税制と異なる。また、CFC税制にお
いては、法人ごとの経済実態に基づくペーパー
カンパニーの判定や経済活動基準の判定を行っ
た上で、法定税率や実効税率も加味し、別表の
添付が不要となることが明らかな法人について
は、作業の深度を変えるという実務的な対応を
取っているケースも見受けられる。一方で、
GloBEルールにおいては、今後定められるセー
フハーバールールの内容次第ではあるものの、
原則全ての国の実効税率を計算し、同ルールに
基づき提出が求められるGloBE情報申告書を
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作成しなければならないため、作業範囲を経済
実態や法定税率などからスクリーニングするこ
とが難しい状況にある。

このように、GloBEルールとCFC税制では、
必要な情報の範囲や粒度に相違があり、従来
CFC税制のために収集していた情報のみでは
不十分であるため、GloBEルールの導入に伴
い追加的な情報収集が必要になるという点は留
意しなければならない。

②分母（GloBE所得）の計算

実効税率の分母は、連結財務諸表の作成に使
用する会計の純損益を出発点に一定項目につい
て調整を加えて計算する。この調整項目の計算
は、会計上の取扱いを用いるものと、税務上の
取扱いを用いるものとに分類される。また、選
択適用できる個別ルールが多数存在するため、
有利不利の判定を行った上で意思決定をするこ
とが必要となる場合がある。CFC税制の実効税
率（※CFC税制上の租税負担割合も、本稿で
は便宜的に実効税率と表記する）や合算所得の
計算は、原則税務上の取扱いに基づくものであ
るが、GloBEルールは、会計及び税務両方の
知識が求められる点で、難しい制度と言える。

GloBEルールにおける調整項目は多岐に渡
るが、実務担当者がよく目にするであろう代表
的な項目としては、税金費用・受取配当・株式
譲渡損益などがあげられる。特に、受取配当は

分母から除外される項目であるが、「持分割合
10％以上又は保有期間１年以上の株式に係る
受取配当」が対象とされており、CFC税制の
実効税率計算には含まれない「非課税配当」
や、合算所得の計算上控除の対象とされる「持
分割合25％以上かつ保有期間６か月以上の株
式に係る受取配当」とは範囲が異なるため、情
報を収集する際には留意が必要となる。

③分子（調整対象税額）の計算

実効税率の分子についても、連結財務諸表に
計上される税金費用を出発点に一定の調整を加
えて計算する。注意しなければならないのは、
税金費用には税効果会計に係る繰延税金費用

（法人税等調整額）も含まれる点である。CFC
税制はもちろんのこと、他の税制においても繰
延税金費用を用いて納税額を計算する制度はな
く、繰延税金費用については複雑な調整項目

（下記（Ｂ）に記載）が定められているため、
GloBEルールへの対応にあたっては、会計担
当者と税務担当者の連携が重要となってくる。

また、CFC税制の実効税率の計算上、分子
の調整項目は比較的限定されている一方で、
GloBEルールにおける分子の調整項目は多岐
に渡る。GloBEルールにおける代表的な調整
項目としては、次の（Ａ）分母と分子の対応に
関する調整、（Ｂ）繰延税金費用に関する調整、

（Ｃ）構成事業体間の調整（税額のプッシュダ

図１：GloBEモデルルールの実効税率及びトップアップ税額計算の概要
構成事業体を対象に国ごとに実効税率を計算

連結財務諸表作成に使用する会計の純損益から計算をスタートし調整を加えてGloBE所得を算定

トップアップ税額 ＝ 15% － 実効
税率 X GloBE所得

（実効税率の分母）
実体に係る
所得控除

（カーブアウト）
－

超過利益トップアップ税率

＋ 追加
トップアップ税額

適格国内最低税率課税
（QDMTT）－

会計の純損益 税金 配当

対象税額 税効果相当など
＝実効税率

株式譲渡損益

調整対象税額を算定

などを調整 純損益への
調整項目

＋

【Article 3.2.1 純損益への調整項目】
a. 税金費用
b. 除外配当
c. 持分に係る評価損益、持分法損益、譲渡損益
d. 有固定資産に係る再評価損益
e. GloBE再編による譲渡損益
f. 会計・税務の機能通貨差異による為替差損益
g. 罰金等、政策的な否認事項
h. 過年度修正・会計方針の変更
i. 未払年金費用

（１）

トップアップ税率に超過利益を乗じ、追加トップアップ税額及び適格国内最低税率課税を調整（２）
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ウン）があげられる。

（Ａ）分母と分子の対応に関する調整
上記②の分母の調整と対応させる形で、分子

の税額も増加又は減少させる。例えば、分母か
ら除外された受取配当（持分割合10％以上又
は保有期間１年以上）に対して計上された税金
費用（当期税金費用及び繰延税金費用）がある
場合は、その税金費用を分子から除外すること
となる。

（Ｂ）繰延税金費用に関する調整
繰延税金費用については、財務諸表に計上さ

れた法人税等調整額を出発点として、次の（ａ）
－（ｃ）を始めとする一定の調整を行う。
（ａ）15％超の実効税率で計算されている繰

延税金費用は、15％で再計算する
（ｂ）会計上で評価性引当金が計上されてい

る場合、その評価性引当金はなかった
ものとして繰延税金費用を計算する

（ｃ）一定の繰延税金負債を計上後、５年間
取崩しが行われなかった場合には、そ
の繰延税金負債の計上がなかったもの
として、５年前の年度における実効税
率とトップアップ税額を再計算する

繰延税金費用に係る調整を行うためには、一
時差異の把握及び管理が特に重要であるが、連
結会計上、重要性の観点から連結子会社の一時
差異を厳密に管理していないケースも想定され
る。これまで、税務担当者が連結会計上で重要
性が低い会社の繰延税金費用を意識する機会は
限定されていたと思われるため、対応方針の検
討にあたって、まずは現状を把握することが重
要となる。

（Ｃ）構成事業体間の調整（税額のプッシュ 
ダウン）

受取配当に係る税金やCFC税制に係る税金

などの一定の税金費用については、当該税金費
用が計上されている一方の構成事業体の実効税
率計算の分子から除外し、他の構成事業体の実
効税率計算の分子に加算するという調整を行
う。CFC税制ではない調整であり、ある子会
社の数値が他の子会社の計算結果に影響を及ぼ
すこととなるため、会社を跨いだ情報収集が必
要になる点で留意が必要である。
（ａ）受取配当に係る調整

受取配当に係る税金は、配当受取国の実効
税率計算の分子から除外し、配当支払国の実
効税率計算の分子に加算することとなる。こ
こでの調整対象となる受取配当に係る税金に
は、配当源泉税だけでなく受取国側で受取配
当に対して課される税金も含まれることとさ
れているため、配当支払国側の税制だけでは
なく、配当受取国側での課税関係も把握する
ことが求められる。
（ｂ）CFC税制に係る調整

CFC税制に係る税金は、課税された親会
社の所在国の実効税率計算の分子からは除外
し、CFC税制の対象となった子会社所在国
の実効税率計算の分子に加算されることとな
る。そのため、軽課税国に所在する会社が日
本で会社単位合算課税の対象とされている場
合、当該軽課税国の実効税率は理論的には日
本の法定税率（約30％）に近づき、トップ
アップ税額が生じないことが想定される。た
だし、GloBEルールで定義される受動的所
得について合算課税の適用を受けている場合
は、同受動的所得に係る税金について分子に
加算できる金額に一定の上限が課されるた
め、留意が必要となる。また、当該法人に対
し、日本以外の国に所在する中間親会社など
でCFC税制と同等の制度による課税がされ
ている場合は、当該日本以外の国のCFC税
制によって課税される金額の把握も必要とな
る点を忘れてはならない。
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（２）トップアップ税額の計算： 

トップアップ税率に超過利益を乗じ、

追加トップアップ税額及び適格国内 

最低税率課税（QDMTT）を調整

①トップアップ税率

トップアップ税率は、最低法人税率である
15％から実効税率を控除して計算される。トッ
プアップ税率は正の値と定義されており、実効
税率が15％以上である国においては、トップ
アップ税額は生じないこととなる。

CFC税制においては、日本の法定税率で課
税されるため、実効税率が合算所得の計算に使
用されることはなかったものの、同制度の適用
免除の判定における実効税率計算のための情報
収集に相当な事務負担が生じていたと想定され
るが、GloBEルールにおいては、CFC税制よ
りも広範な情報収集が求められることに加え、
実効税率が課税額の計算に直接影響してくるた
め、CFC税制以上の事務負担が生じることを前
提に、対応方針を検討することが重要となる。

②超過利益

超過利益とは、実効税率計算の分母である
GloBE所得から実体に係る所得控除（カーブ
アウト）を控除した金額をいう。CFC税制に
おいて実効税率は、直接合算所得計算には影響
せず、法人ごとの経済実態に応じて所得の計算
方法が異なることとなるが、GloBEルールに
おいては、実効税率計算で使用した分母の数値
をそのまま所得計算に使用し、かつ、国を問わ
ず一律の方法で計算するという特徴がある。

カーブアウトは、給与及び有形資産の額に一
定割合を乗じて計算する。例えば製造業の場
合、売上原価に含まれる給与もカーブアウトの
対象となるが、連結会計上は売上原価に含まれ
る給与が区分されていないことも多いと想定さ
れるため、対象となる給与をどのように集計す
るかを検討する必要がある。

③追加トップアップ税額

追加トップアップ税額として取扱われるもの
は、過年度に遡及して実効税率とトップアップ
税額を再計算することが必要となる場合に生ず
る追加のトップアップ税額や、GloBE損失が
生じる場合において、調整対象税額がゼロより
小さくかつ見込調整対象税額（GloBE損失×
15％）よりも小さい場合の、その差額（GloBE
損失×15％－調整対象税額）である。GloBE
損失が生じる場合であっても、優遇税制の適用
などによる減算永久差異が存在する場合には、
トップアップ税額が生じる可能性があるため、
留意が必要になる。

④適格国内最低税率課税 

（Qualified Domestic Minimum Top-up 

Tax, QDMTT）

QDMTTとは、各国の国内法によって定め
られる最低税率課税制度であり、自国における
税収確保やコンプライアンス負担軽減のため、
日本を含む各国でQDMTTの検討が進められ
ている。GloBEルール上、必ずしもGloBEルー
ルと同一の制度である必要はないものの、
GloBEルールに定められた一定の要件を満た
す税制でなければ、QDMTTとしてトップアッ
プ税額の計算から控除することが認められない
ため、各国の法制化の動きを注視する必要があ
る。

また、仮にQDMTTにより子会社所在国に
おいて15％までの課税が行われたとしても、
トップアップ税額の計算式からもわかるよう
に、QDMTTの控除はあくまで実効税率計算
後のトップアップ税額計算の中で行われるた
め、GloBEルール適用における実効税率計算
が省略されることにはならないと考えられる。
さらに、QDMTTにおいては、連結財務諸表
の作成に使用する会計基準のほか、一定の各国
の会計基準を使用することも広く許容されるこ
ととなるなどGloBEルールとの間に相違が生
じることにより、仮にGloBEルール上の要件
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を満たすQDMTTが導入された場合であって
も、各国のQDMTT適用判定時に使用した実
効税率計算結果をGloBEルールの適用におい
てそのまま使えることにはならないことが想定
されるため、留意が必要になる。

⑤二重課税の排除

GloBEルールでは、トップアップ税率とし
て「15％－実効税率」を使用しており、子会
社側で課税されていない利益に対して親会社側
で15％まで課税するという制度になっている
ため、理論的には二重課税は生じえない。ま

た、子会社所在国でQDMTTが導入された場
合には、QDMTTは実効税率の計算上は考慮
されず、トップアップ税率部分では二重課税が
生じることとなるが、トップアップ税額の計算
においてQDMTTを控除することで、二重課
税を排除する仕組みとなっている。一方で、日
本のCFC税制においては、合算所得に対する
日本の法定税率での課税額について、外国税額
控除により二重課税を排除する仕組みとなって
いる。このように、いずれの制度も二重課税が
生じないよう制度設計されているが、その計算
構造は異なっている。

２　適用初年度に向けた実務対応のポイントと留意点

GloBEルールの適用年度は、12月決算法人
は2024年12月期、３月決算は2025年３月期
が適用初年度と想定されているが、初年度の申
告納税期限は適用年度末から18か月（次年度
以降は15か月）後となる。しかし、本制度に
おける情報収集の複雑性や特徴を考えると、現
時点から準備を開始しても決して早すぎるとい

うことはなく、今年度及び来年度の前半にかけ
て取り組むべき、具体的な作業として、１．構
成事業体の検討、２．情報収集の内容整理と影
響額試算、３．情報収集方法の整理、４．対応
ロードマップの作成が想定される（下記図２参
照）。以下それぞれの項目の説明や留意すべき
点を記載する。

図２：３月決算法人導入スケジュール例
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１．構成事業体の検討

GloBEルールの対応にあたっては、まず本
ルールの対象となる構成事業体の範囲及び種類
を特定する必要がある。原則的には、グループ
連結財務諸表における連結子会社が対象となる
が、重要性等で非連結となっている子会社も含
まれ、また、持分法適用会社であっても構成事
業体のようにみなしてトップアップ税額を計算

するケースや、逆に連結子会社であっても除外
対象となり構成事業体に含まれない会社もある
ため留意が必要である。実効税率やトップアッ
プ税額の計算範囲及び納税義務の有無という観
点から、主に下記の表に記載の事業体の分類が
考えられ、その分類に基づきグループ会社のう
ちどの会社が下記表の内容欄に記載のどれに該
当することとなるかについて検討することが重
要と考えられる。

分類 内容

株主構成により分類される事業体 ⃝　Partially-Owned Parent Entity
⃝　Minority-Owned Constituent Entity
⃝　Joint Venture

事業の内容等により分類される事業体 ⃝　Investment Entity
⃝　Insurance Company/Insurance Investing Entity
⃝　Excluded Entity

税務上の取扱いにより分類される事業体 ⃝　Permanent Establishment
⃝　Hybrid Entity
⃝　Flow-Through Entity（Reverse Hybrid Entity）
⃝　Flow-Through Entity（Tax Transparent Entity）

ａ）株主構成により分類される事業体：

GloBEルールにおいて、原則はグループ全体
で国ごとに算定した実効税率に従って計算され
たトップアップ税額を最終親会社 “UPE” の所
在地で申告及び納税をすることになるが、オー
ナーシップ持分の20％超をグループ外の会社に
保有されているPartially-Owned Parent Entity
“POPE” に該当する場合には、トップアップ税
額のうちPOPEへの帰属部分についてはPOPE
の所在地国で申告納税する必要がある。

また、連結子会社のうちUPEが保有するオー
ナーシップ持分が30％以下であるMinority-
Owned Constituent Entity “MOCE” や持分
法適用会社のうちUPEが保有するオーナー
シップ持分が50％以上であるJoint Venture
“JV” に該当する場合には、上述のとおりUPE
のグループとして国ごとに計算するのではな
く、それぞれの会社を親会社とした場合のサブ
グループをUPEのグループとは区分して計算

した実効税率に基づいてトップアップ税額を計
算する。このように計算の範囲がサブグループ
となる場合には、誰が責任をもって計算するの
か、UPEがハンドルするのか、サブグループ
の親会社が責任を持つのかなど、グループ全体
の役割責任分担なども重要な検討事項になる。

なお、上記のオーナーシップ持分の保有割合
の判定においては、POPEであれば利益に対す
る権利のみで、MOCEやJVの判定であれば利
益、資本等に対する権利をそれぞれ同等の権利
として平均値を計算して判定することになり、
種類株式が発行されている場合には株式数や議
決権の保有割合などとは一致しない可能性があ
ることから特に留意が必要となる。

ｂ）事業の内容等により分類される事業体：

投資ファンドや不動産投資ビークルのような
Investment Entityは、原則、他の事業体とは
別に実効税率計算及びトップアップ税額を計算
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する。また保険会社、保険投資会社などにおい
ては、実効税率の計算上、同会社で生じる所得
や税金などにおいて一定の調整を必要とする。
さらに、政府、国際機関、非営利組織や年金
ファンドなどの組織形態によって構成事業体か
ら除外される場合もある。

事業の内容や組織形態については、国別報告
書 “CbCR” やCFC税制などの検討時に一定程
度把握されていると推測されるが、上記のよう
な観点からの確認ができているかについても今
一度見直しを行うことが望ましい。

ｃ）税務上の取扱いにより分類される事業体：

Permanent Establishment “PE” は原則、一
の構成事業体として取り扱うこととなるが、例
えば無税国で一定の事業活動を行っている場合
など、現地でPE申告していないケースにおい
ても一の構成事業体として取り扱われるPEに
該当する可能性があるため留意が必要となる。

また、各事業体の所在地国及び事業体の持分
保有者の所在地国における税務上の取扱いが課
税対象事業体となるか透明事業体となるかによ
り実効税率及びトップアップ税額の計算の取扱
いが異なることから、それぞれ以下のような点
の留意も必要となる。

◦　Hybrid Entity
事業体の所在地国では課税対象となるが持

分保有者の所在地国では透明事業体となるハ
イブリッド事業体については、所在地国にお
いて一の構成事業体として実効税率及びトッ
プアップ税額を計算することになるが、持分
保有者に取り込まれている課税所得や税額を
どのようにハイブリッド事業体にプッシュダ
ウンするかなどの検討が必要になる。

◦　Flow-Through Entity 
（Reverse Hybrid Entity）

事業体の設立国では透明事業体となるが、
持分保有者の所在地国では課税事業体となる
リバースハイブリッド事業体についても、所

在地国において一つの構成事業体として実効
税率及びトップアップ税額を計算することに
なるが、この場合においては、どちらの国で
も発生所得に対して課税されていない可能性
があり、日本においてCFC税制による課税
がされていないかなどの確認も行うことが望
ましい。

◦　Flow-Through Entity 
（Tax Transparent Entity）

事業体の設立国でも持分保有者の所在地国
でも税務上透明な事業体については、当該事
業体の所得、税額をその持分保有者の所得、
税額に含めて実効税率及びトップアップ税額
を計算することになる。このような情報は、
CFC税制の対応においても確認されている
ものと思われるが、網羅的に確認しておらず
部分的な確認に留まっている場合には、改め
て網羅的な確認を行うことが望ましいと考え
られる。

このように、申告・納税をUPEの所在地以
外で行う場合、実効税率及びトップアップ税額
の計算の範囲についてグループとして国ごとに
行わない場合や、事業体の所在地国で集計しな
いような場合が存在する。そのため、上記表の
内容欄に記載のどれに該当することとなるかの
判定にあたり必要となる持分割合、事業の内
容、課税上の取扱いについて、社内のどのよう
な資料に基づき、いつ判定するのかなどのプロ
セスを明確にすることが重要となる。

２．情報収集の内容整理と影響額試算

GloBEルールの適用による影響額は、税務
担当者だけでなく、経営層や監査人の関心事に
もなると思われるが、実効税率及びトップアッ
プ税額の影響額の分析を行うにあたっては、２
通りのアプローチがあると考える。一つは、
CbCRなどグループ全体の既存情報をもとにハ
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イレベルに試算する方法（トップダウン型影響
分析）、もう一つは、サンプルとして構成事業
体の数社について詳細な実効税率の算定を実施
する方法（ボトムアップ型影響分析）。それぞ
れ実施の目的や留意点を記載する。

ａ）トップダウン型影響分析

こちらは潜在的にトップアップ税額が生じる
可能性のある国や、全体的に想定される影響額
の程度を特定するために実施する。CbCRのみ
の情報に基づくと分析精度としては低くなる
が、例えば税金費用のうち繰延税金費用は評価
性引当金の考慮前の数字や適用税率は（会計で
使用されている税率が15％を上回っている場
合は）15％で再計算した数字を利用することに
加え、配当源泉税やCFC税制の課税額などの
プッシュダウンなどを考慮することができれ
ば、精度を上げることが可能である。この分析
結果は現時点で経営層へ影響額を共有する、監
査人と潜在的な影響をディスカッションするた

めの資料という意味でも有用になるであろうと
考える。

ｂ）ボトムアップ型影響分析

サンプルとして構成事業体の数社について詳
細な実効税率の算定を実施する方法であり、こ
の分析は対象会社の影響額を算定するという目
的のほかに、実効税率及びトップアップ税額の
計算を行うにあたり、どのような情報源からど
れだけ情報を取れるかを確認することにより、
今後の対応課題や対応策、そのための必要予算
など今後のロードマップを作成するためのイ
メージを具体化することを目的とする。

各社の実効税率及びトップアップ税額の計算
において必要となる情報は、会計から取得され
る情報、税務から取得される情報及びそれ以外
に大別されると考える（以下のような例）が、
それぞれについてどのように情報を取得するこ
とが可能か具体的に検討する必要がある。

分類 例

会計上の取扱いから取得される情報 ⃝　会計上の利益
⃝　税金勘定の内容及び内訳
⃝　一時差異の内容及び内訳
⃝　評価性引当金の内容及び内訳
⃝　税効果会計に適用する税率
⃝　会計方針の変更／過年度修正の金額　など

税務上の取扱いから取得される情報 ⃝　税額控除の内容
⃝　移転価格の取扱い
⃝　グループ利息に関する課税上の取扱い
⃝　配当に関する課税上の取扱い
⃝　CFC税制の課税関係
⃝　税務機能通貨による為替の調整
⃝　現地連結納税の適応の有無　など

上記以外でGloBEルール対応のために
取得／確認すべき情報

⃝　各種選択適用の有無
⃝　税額控除の適格性の判定
⃝　不動産売却損益の調整
⃝　過年度実効税率及びトップアップ税額の再計算結果　など
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・会計上の取扱いから取得される情報：
グループ連結財務諸表と整合する数字を基準

に計算することになるため、連結システムから
ある程度の情報は取得できるとイメージしがち
ではあるが、連結会計システムに取り込まれて
いる連結パッケージは、連結財務諸表及び注記
情報を作成するための最低限の情報であるケー
スが多く、実際に検討してみると、税金勘定や
税務調整、評価性引当金の動きなどの純粋な会
計情報であっても、実効税率及びトップアップ
税額計算を行うための情報が、うまくとれない
など課題が見えてくると思われる。

このような場合に、会計で取得する税務関連
情報を本制度対応の情報を取得する目的でカス
タマイズするのか、それとは別に情報を取得す
るのか検討する必要がある。前者の対応を取る
場合には、連結会計のための情報は、通常決算
日から数週間程度でタイトなスケジュールで入
力することを想定していることから、入力者の
記載のタイミングや負荷のバランスを考慮する
必要がある。後者の対応を取る場合には、連結
パッケージへの入力情報との重複が生じる可能
性があるため、重複情報についてどのように取
り扱うのか、また連結会計とは別に取得する情
報についてはその整合性についての確認が必要
となるため、その確認をどのようにするかなど
の課題も想定される。

・税務上の取扱いから取得される情報：
会計情報に加えて、税務情報も必要になる。

例えば現地国における税額控除の内容や、受取
配当に関する課税が免税方式なのか、課税及び
外国税額控除方式といった課税上の取扱い、グ
ループファイナンスの利息に関する現地国での
取扱いなど税務論点に関する情報も必要とな
り、収集する情報が多岐に及ぶ。

このような点に係る詳細な情報は構成事業体
の税務申告内容を把握している担当者に確認し
なければとれないと考えられるが、CFC税制
対応で確認している内容で把握できるものや、

各社の機能などの相違に基づきどのような税務
論点が生じるかについてある程度の分類ができ
る可能性もある。例えば、持株会社やグループ
ファイナンス会社などでは、調整対象となるよ
うな論点が生じうるが、機能が限定的な子会社
であれば、検討論点も限定的になると考えられ
る。このように確認の内容や方法を会社分類ご
とに分けて整理するということも実務的な対応
としては一案になると考える。

・上記以外でGloBEルール対応のために取得
／確認すべき情報：
また会計、税務の取扱いから確認できる情報

の取得及び確認のほかにもGloBEルール対応
のために情報の確認及び判断を行う必要のある
項目がある。例えば、本ルールで認められてい
る数々の選択適用の判断プロセスや適格還付税
額控除の判定、Post filing Adjustmentなど過
年度に遡及して調整対象となる計算要素の確認
など、各論点を判断するために必要な情報につ
いて取得することが必要ある旨に留意が必要で
ある。

このように本ルールの対応にあたり収集が必
要な情報は多岐に及ぶ。そのため分析にあたっ
ては、OECDのモデルルールやコメンタリー
などの内容を十分に踏まえ論点の漏れがないよ
うに検討した上で、実際の実務運用においては
リスクに応じた合理的な対応を検討することが
重要と考える。

３．情報収集方法の整理

上記の２．の検討においては、各社からどの
ような情報を入手すべきかについて検討した
が、次にその情報を各社からどのように収集す
るのかについて、整理する必要がある。

GloBEルールにおいて、実効税率及びトッ
プアップ税額の計算は情報を入手すれば計算で
きるというものではなく、各種選択適用の判断
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や、CFC税制や配当に係る課税のような国を
跨ぐプッシュダウンの調整、国ごとに一度集計
した上で調整の判定を行うもの、また過年度に
さかのぼっての再計算など、情報収集後も検討
を行う論点が多岐に及ぶ。そのため情報収集に
あたっては、一定の標準化されたフォーマット

（標準化された質問票）で入手し、その後の検
討、集計を極力自動化できるように工夫するこ
とで効率的に検討をすすめることが望ましいと
考える。

その標準化された質問票をどのように各社か
ら入手すべきかについて、グループ内の情報収
集は連結会計システムを使いたいと考えている
ケースが多いと思われる。連結会計システムを
使用するといっても、どのように使用するか
は、具体的には以下のようなパターンがあると
考える。どれが一番望ましいかは、データ連携
による効果や予算に応じて検討する必要があ
る。

ａ）情報収集をすべてシステム内で行う

質問票そのものをシステム化するイメージ
で、会計システム内にある既存データとの連携
や収集すべき情報がデータ化されるため、後工
程の集計やその後のデータ管理が効率的に行え
る。一方で、開発コストや準備の時間がかかっ
てしまうことと、制度改正や運用に伴って質問
票のフォーマット変更が困難となる。

ｂ）質問票そのものはシステム化せずに既存の

連結会計システムで集めている情報と質問

票の連携を図る

質問票そのものは、例えばエクセルなどで作
成したものとし、そこへインプットする情報に
ついては既存の連結会計システムと連携して取

り込めるようにする。この場合は会計システム
内でのデータ連携ではなく、Extract Transform 
Load（ETLツール）などの活用による連携な
ど、システム外での自動連携が主軸となること
が想定される。質問票そのものはエクセルであ
ることから変更が容易であり、データ連携も上
記ａ）のような大掛かりなシステム回収は必要
ないというメリットがある。一方ですべてがシ
ステム内でデータ化されているわけではないた
め、一定の情報管理が必要になる。

ｃ）質問票を収集するプラットフォームとして

使用する

質問票と連結会計のデータ連携は行わず、連
結会計システムを質問票の回収プラットフォー
ムとして使用する。メールでのやり取りではな
く、一定のプラットフォームとして使用するこ
とで情報収集の進捗管理などを効率的に行うこ
とが可能となる。会計データとの自動連携は行
わないため、情報の連携や整合性の確認はマ
ニュアルで対応する必要がある。システム対応
のコストはかからないため、構成事業体の数が
限定的な場合や社内の人的リソースが確保でき
る場合には適している。

情報入手のタイミングについても、これまで
グループ全体から情報収集しているタイミン
グ、例えば連結会計のパッケージ、CbCR、
CFC税制に関する情報などの入手のタイミン
グなどと合わせて入手するのか、またGloBE
ルールの申告は事業年度末から18か月（次年
度以降は15か月）であることから、これらと
は別のタイミングで入手するのかなど、検討す
る必要がある。
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図３：質問票を使った情報収集フローと検討ポイント

４．対応ロードマップの作成

現時点では、OECDモデルルールをベース
に制度の大部分については確認できるものの、
インプリメンテーションフレームワークの公表
や日本の法制化、各国でのQDMTTの導入な
ど、依然として不確定要素がある。そのため上
述のような検討を踏まえて、制度の動向も注視

しつつ以下のような観点から対応ロードマップ
を作成する必要がある。
・グループ全体のガバナンス整理
・情報収集及びその後の計算、申告のプロセ
ス整理（制度の動向を踏まえた更新も）
・必要に応じてテクノロジーの導入検討
・社内・社外の専門家等の人材

まとめ

GloBEルールは、課税の有無に関わらず
GloBE申告、すなわちコンプライアンス対応
のために、一定の情報収集をグローバルベース
で行わなければならない制度であり、日本の
CFC税制とは違う観点での情報収集や計算が
求められるため、GloBEルールの導入に伴う
追加的な事務負担は避けられない。一方で日本
企業では税務担当者は、決算業務、税務申告、
税務調査対応業務、CFC税制などの確認業務

など多岐に及ぶ業務を少数精鋭で担当されてい
るケースが多く、本制度の対応準備のための人
員や作業期間の確保が困難となることが少なく
ないと考えられる。そのような状況に対応する
ためにも、現時点から準備を開始し、業務イ
メージを具体化することで、課題への対応を見
極め、適切な人的リソースや予算の確保を図っ
ていくことが本制度対応の成功のポイントにな
ると考える。

連結会計システム

申告書

その他

影響分析ツール

その他レポート

申告ツール
集計表

• どのような情報をとるべきか？（網羅性）
• 入手した情報の妥当性をどのように検討するのか？（妥当性、正確性）

• 誰が情報提供するのか？（現地？RHQ？本社？アドバイザー？）
• どこから情報をとるのが効果的か？（システム？マニュアル？）
• システム連携やテクノロジーの活用余地があるのか？

決算書

• 収集した情報を税額計算や申告書作成にどのようにつなげるか？
• アウトプットのシステムや形態が多種に及ぶ場合に、柔軟に対応
できるか？

各社ベース
各社ベース
各社ベース
各社ベース
情報収集
質問票


